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○ 2024 年夏の民間企業（調査産業計・事業所規模 5人以上）のボーナスは、前年比＋2.9%と 3 年連続で増

加が見込まれる。好調な企業業績と堅調な雇用情勢が追い風となり、前年から伸びは拡大しよう。 

○ 支給労働者割合は 80.1%（前年差＋0.1%ポイント）と前年と同程度となるだろう。同割合はコロナ前の水準

を回復できないものの、雇用者数が過去最多を更新する中、ボーナスが支給される事業所で働く労働者の

数は 4,094万人（前年比＋1.5%）と、2年連続で過去最多を更新する見込みである。 

○ 一人当たり支給額と支給労働者数の増加を受け、ボーナスの支給総額は 16.7兆円（前年比＋4.4%）と 3年

連続で増加しよう。支給総額の増加率は物価上昇率を上回り、個人消費の回復を後押しすることが期待され

る。 

○ 2024 年夏の国家公務員（管理職および非常勤を除く一般行政職）のボーナス（期末・勤勉手当）の平均支

給額は 65万 9,500円（前年比＋3.5%）と前年夏に続き、大きめの増加が見込まれる。日本経済のコロナ禍

からの回復の影響が、民間からやや遅れて公務員の賃金に反映され、基本給、ボーナス支給月数とも引き

上げられるとみられる。 

2024年夏のボーナス見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注 1)民間企業（調査産業計・事業所規模 5人以上）は、賞与を支給する事業所で働く全常用労働者（当該事業所で賞与

の支給を受けていない労働者も含む）の平均 

(注 2)国家公務員は、管理職および非常勤を除く一般行政職の平均 

(注 3)支給労働者数は、賞与を支給する事業所で働く全常用労働者（当該事業所で賞与の支給を受けていない労働者も

含む）の数 

(注 4)支給総額は一人当たり支給額に支給労働者数を掛け合わせた値 

(出所)厚生労働省「毎月勤労統計」、内閣人事局資料などをもとに当社予測  

（円） 前年比（%） （万人） 前年比（%） （兆円） 前年比（%）

民間企業 408,770 2.9 4,094 1.5 16.7 4.4

製造業 550,952 2.9 683 0.4 3.8 3.3

非製造業 380,281 3.0 3,410 1.7 13.0 4.8

国家公務員 659,500 3.5

（参考）全労働者の一人当たり支給額（前年比、%）

一人当たり支給額 支給労働者数 支給総額

民間企業 3.1

製造業 3.1

非製造業 3.2
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1. 2023年冬のボーナス ～ 3年連続で増加も、想定外の小幅の伸び 

 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」によると、民間企業（調査産業計・事業所規模 5人以上）における 2023

年冬のボーナスの一人当たり支給額は、前年比＋0.7%と 3年連続で増加した（図表 1）。もっとも、当社の事

前予想（前年比＋2.2%）を大きく下回る小幅の伸びにとどまった。コロナ禍で停滞した経済活動が元に戻り

つつある中、回復が遅れていた運輸、郵便業（前年比＋5.4%）や生活関連サービス業等（同＋3.6%）に加

え、需要の強い情報通信業（同＋7.7%）の伸びが大きかった一方、医療、福祉（同－5.9%）や不動産業（同

－5.1%）の減少が目立った。 

厚生労働省が集計した 2023 年度の春闘の賃上げ率は 3.60%と、30 年ぶりの高い賃上げが実現した割

には所定内給与が伸び悩んだこと（所定内給与：2023 年 12 月前年比＋1.4%）などが、ボーナス金額の伸

びを抑制した。また、ボーナスが支給された労働者の割合は 81.9%（前年差－0.7%ポイント）と、コロナ禍の

影響で大きく落ち込んだ 2020年（81.8%）と同程度の水準まで落ち込んだ。 

なお、ボーナスが支給された労働者の割合は低下したものの、雇用者数が過去最高水準を更新する中、

支給労働者数は 4,162 万人（前年比＋1.1%）と、コロナ前の 2019 年を上回り、過去最多を更新した。その

結果、夏のボーナスの支給総額1（一人当たり支給額×支給労働者数）は 16.5兆円（同＋1.8%）と 3年連続

で増加した。もっとも、支給総額は名目で増加したとはいえ、増加幅は消費者物価（持家の帰属家賃を除く、

2023年 12月前年比＋3.0%）の伸びを下回り、実質換算すると前年から減少した。総合的にみて、2023年

冬のボーナスは期待外れに終わったと評価せざるを得ない。 

 

図表 1 冬のボーナス実績：平均支給額（前年比）と支給月数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）調査産業計、事業所規模 5人以上  

（注 2）支給月数は所定内給与に対する支給割合 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」  

 

 
1 一人当たり平均支給額と支給事業所に雇用される労働者の数を掛け合わせることで計算したもの。 
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2. 2024年夏のボーナス見通し 

 

(1) 民間企業 ～ 企業の好業績と労働需給の逼迫を追い風に、3年連続で増加する見込み 

 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」ベースで見た民間企業（調査産業計・事業所規模 5 人以上）の 2024 年夏

のボーナスは、一人当たり平均支給額は 40 万 8,770 円（前年比＋2.9%）と 3年連続での増加を予想する。（図

表 2）。企業規模を問わず、製造業、非製造業とも一人当たり平均支給額は、昨年 2023 年にすでにコロナ前の

ピークを回復しており、コロナ禍での落ち込みからの反動増による押上げ効果は概ね一巡した。 

それでも、今年の夏のボーナスが順調な増加を続けるとみられる背景に、企業業績と雇用情勢の堅調さがある。

企業の経常利益（全規模、金融保険業を除く全産業、季節調整値）は、2020 年中盤以降、増加傾向が続き、

2023年 4～6月期には過去最高を更新した。足元では 2四半期連続で減少したものの、減少は小幅であり、過

去最高に近い水準を維持している。その結果、企業の内部留保（利益剰余金）は、大企業を中心に増加が続い

ており、2023年末時点で 571兆円と、過去最高金額を更新した（全規模、金融保険業を除く全産業、財務省「法

人企業統計」より）。 

また、経済活動の回復とともに人手不足は深刻さを増し、労働需給は逼迫している。日銀短観・雇用人員判断

DI は対面型サービス業を中心に大幅な「不足」超が続き、企業の人手不足感が強まる中、完全失業率は 2021

年 1月以降、2％台の低水準での推移が続いている。 

 

図表 2 夏のボーナス予測：平均支給額（前年比）と支給月数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）調査産業計、事業所規模 5人以上  

（注 2）支給月数は所定内給与に対する支給割合 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」 
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支給労働者割合2は 2年ぶりに上昇し、80.1%（前年差＋0.1%ポイント）となると見込まれる。コロナ前 2019年

の水準を回復できないものの、雇用者数が過去最多を記録していることから、ボーナスが支給される労働者数は

4,094万人（前年比＋1.5%）と、非製造業を中心に増加し、昨年に続き 2年連続で過去最多を更新する公算が

大きい（図表 3）。 

 

図表 3 夏のボーナス予測：支給労働者数と支給労働者割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）調査産業計、事業所規模 5人以上 

（注 2）支給労働者数＝常用雇用労働者(6月)×支給事業所に雇用される労働者の割合 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」 

 

 

一人当たりボーナス支給額と支給労働者数の増加を反映した 2024 年夏のボーナスの支給総額（一人当たり

支給額×支給労働者数）は、16.7 兆円（前年比＋4.4%）と 3 年連続で大きめの増加が見込まれる（図表 4）。ボ

ーナスの支給総額の伸びは、物価上昇率3を上回り、個人消費の回復を下支えすることが期待される。 

 

  

 

 
2 労働者の総数に対して、ボーナスが支給される事業所で働く労働者（当該事業所でボーナスの支給を受けていない労働者も含む）が占

める割合。 
3 実質賃金の計算にも用いられる消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を参照した。同指数は、直近 2024年 2月に前年比＋

3.3%を記録したほか、202３年通年では同＋3.8%だった。 
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図表 4 夏のボーナス予測：支給総額（前年比、実額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）調査産業計、事業所規模 5人以上 

（注 2）支給総額＝一人当たり平均支給額×支給労働者数、として計算 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」 

 

なお、実勢を示す全労働者一人当たりのボーナス支給額は前年比＋3.1%と、支給労働者割合の前年からの

変化が大きくないことから、支給事業所の一人当たり支給額と同程度の伸びとなる見込み（図表 5）。 

 

図表 5 夏のボーナス予測：全労働者ベースの平均支給額（前年比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）2015年度以前の「全労働者ベースの一人当たり支給額」は当社推計 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」  
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業種別では、製造業では 55万 0,952円（前年比＋2.9%）、非製造業では 38万 0,281円（同＋3.0%）と前者

は 4年連続、後者は 3年連続で増加が見込まれる（図表 6）。いずれも昨年までにコロナ禍の影響はほぼ剥落し

ており、同程度の増加幅となるだろう。 

ボーナス動向の実勢を示す全労働者ベースの一人当たり支給額でみても、製造業（前年比＋3.1%）、非製造

業（同＋3.2%）とも、同程度増加しよう（図表 7）。 

 

図表 6 夏のボーナス予測：支給事業所ベースの平均支給額（前年比、業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）調査産業計、事業所規模 5人以上、非製造業は調査産業計から製造業を除いて計算 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」 

 

図表 7 夏のボーナス予測：全労働者ベースの平均支給額（前年比、業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当社推計 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」  
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(2) 公務員 ～ 基本給、支給月数ともプラスに寄与し、ボーナスは 2年連続で増加 

 

内閣人事局の発表によると、国家公務員（管理職および非常勤を除く一般行政職）の 2023 年冬のボーナス

（期末・勤勉手当）は 67万 4,300円（前年比＋3.4%）と 3年連続で増加した。給与法改正でボーナスの基準とな

る基本給が約 1.1%増加したほか、年間のボーナス支給月数が 0.10ヶ月（勤勉手当、期末手当がそれぞれ 0.05

ヶ月）引き上げられ、この冬のボーナスは昨冬比で 0.05ヶ月分増加した。 

2024年夏のボーナスの平均支給額は 65万 9,500円（前年比＋3.5%）と、2年連続で増加すると予測する（図

表 8）。昨冬と同様、ボーナスの基準となる基本給が増加するうえ、ボーナス支給月数が昨夏から 0.05ヶ月分（勤

勉手当、期末手当がそれぞれ 0.025ヶ月分）引き上げられる。コロナ禍からの日本経済回復の影響が、民間に遅

れて公務員のボーナスにも反映されているが、今年はまだ、コロナ前 2019 年夏のボーナスの水準には届かない

とみられる。今後も、民間の賃金上昇傾向が続く中、公務員のボーナスも高めの伸びが続く見込みである。 

 

図表 8 夏のボーナス予測（国家公務員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）6月期の期末・勤勉手当。管理職および非常勤を除く一般行政職。 

（出所）人事院、総務省、内閣官房内閣人事局 
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